
【様式第1号】

自治体名：入間東部地区事務組合

会計：一般会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 8,398,840,452   固定負債 2,203,931,891

    有形固定資産 8,395,007,585     地方債 2,105,493,946

      事業用資産 8,055,168,658     長期未払金 -

        土地 2,890,255,886     退職手当引当金 98,437,945

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 8,220,932,472     その他 -

        建物減価償却累計額 -3,077,492,700   流動負債 636,341,585

        工作物 -     １年内償還予定地方債 320,266,662

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 311,820,117

        航空機 -     預り金 4,254,806

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 2,840,273,476

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 21,473,000   固定資産等形成分 8,398,840,452

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,614,835,709

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,387,779,349

      物品減価償却累計額 -2,047,940,422

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 3,832,867

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 3,832,867

        減債基金 -

        その他 3,832,867

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 225,437,767

    現金預金 225,437,767

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 5,784,004,743

資産合計 8,624,278,219 負債及び純資産合計 8,624,278,219

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：入間東部地区事務組合

会計：一般会計 （単位：円）

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 3,746,104,708

    業務費用 3,647,897,325

      人件費 2,683,409,340

        職員給与費 2,331,096,860

        賞与等引当金繰入額 311,820,117

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 40,492,363

      物件費等 950,383,794

        物件費 480,822,961

        維持補修費 60,916,738

        減価償却費 408,644,095

        その他 -

      その他の業務費用 14,104,191

        支払利息 5,923,411

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 8,180,780

    移転費用 98,207,383

      補助金等 61,582,806

      社会保障給付 35,060,000

      他会計への繰出金 -

      その他 1,564,577

  経常収益 475,620,495

    使用料及び手数料 204,313,382

    その他 271,307,113

純経常行政コスト 3,270,484,213

  臨時損失 338,807

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 338,807

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 3,266,847,963

    その他 -

  臨時利益 3,975,057

    資産売却益 3,975,057



【様式第3号】

自治体名：入間東部地区事務組合

会計：一般会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 5,615,722,705 8,587,769,178 -2,972,046,473

  純行政コスト（△） -3,266,847,963 -3,266,847,963

  財源 3,435,130,000 3,435,130,000

    税収等 3,435,130,000 3,435,130,000

    国県等補助金 - -

  本年度差額 168,282,037 168,282,037

  固定資産等の変動（内部変動） -188,928,727 188,928,727

    有形固定資産等の増加 322,303,773 -322,303,773

    有形固定資産等の減少 -511,834,369 511,834,369

    貸付金・基金等の増加 601,869 -601,869

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1 1

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 168,282,038 -188,928,726 357,210,764

本年度末純資産残高 5,784,004,743 8,398,840,452 -2,614,835,709

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：入間東部地区事務組合

会計：一般会計 （単位：円）

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 3,317,411,872

    業務費用支出 3,219,204,489

      人件費支出 2,663,360,599

      物件費等支出 541,739,699

      支払利息支出 5,923,411

      その他の支出 8,180,780

    移転費用支出 98,207,383

      補助金等支出 61,582,806

      社会保障給付支出 35,060,000

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,564,577

  業務収入 3,670,599,673

    税収等収入 3,435,130,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 204,313,382

    その他の収入 31,156,291

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 353,187,801

【投資活動収支】

  投資活動支出 220,054,178

    公共施設等整備費支出 219,452,309

    基金積立金支出 601,869

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,975,060

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 -

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 3,975,060

    その他の収入 -

投資活動収支 -216,079,118

【財務活動収支】

  財務活動支出 351,246,662

    地方債償還支出 351,246,662

    その他の支出 -

  財務活動収入 207,500,000

    地方債発行収入 207,500,000

前年度末歳計外現金残高 10,846,140

本年度歳計外現金増減額 -6,591,334

本年度末歳計外現金残高 4,254,806

本年度末現金預金残高 225,437,767

    その他の収入 -

財務活動収支 -143,746,662

本年度資金収支額 -6,637,979

前年度末資金残高 227,820,940

本年度末資金残高 221,182,961
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１　重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

②有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

③引当金の計上基準及び算定方法

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職給付引当金

　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。 

 

④リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑤資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑥その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

２　追加情報

①対象範囲（対象とする会計）

　一般会計

②出納整理期間について

　地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。

注　記
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